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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）少なくとも芳香族ビニル単量体および不飽和ニトリル系単量体からなる共重合体
並びにゴム強化系共重合体である芳香族ビニル系重合体５０～９２質量部、（Ｂ）示差走
査熱量計による、２７０℃、３分保持後から１４０℃における結晶化ピークが現れるまで
の時間である等温結晶化時間２５～１００ｓｅｃの芳香族ポリエステル５～３０質量部、
（Ｃ）芳香族ポリカーボネート３～２０質量部および（Ｄ）平均粒径１５μｍ以下、アス
ペクト比５０以下の粉粒状又は板状の無機充填材５～３０質量部からなる樹脂組成物であ
って（但し、（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝１００質量部）、（Ｂ）芳香族ポリエステルと（
Ｃ）芳香族ポリカーボネートの配合割合が（Ｂ）≧（Ｃ）であり、且つ（Ｂ）芳香族ポリ
エステルと（Ｄ）無機充填材の配合割合が（Ｂ）≧（Ｄ）であることを特徴とする熱可塑
性樹脂組成物。
【請求項２】
　（Ｂ）芳香族ポリエステルがポリトリメチレンテレフタレート単独もしくはポリトリメ
チレンテレフタレートを５０質量％以上含むポリエステル混合物であることを特徴とする
請求項１記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項３】
　（Ａ）芳香族ビニル系重合体に含まれるアクリロニトリルの配合割合が、３２～５０質
量％であることを特徴とする請求項１または２に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項４】
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　（Ｄ）無機充填材に少なくともタルクが含まれていることを特徴とする請求項１～３い
ずれか一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項５】
　（Ｄ）無機充填材の平均粒径が７μｍ以下であることを特徴とする請求項１～４いずれ
か一項に記載の熱可塑性樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面外観性と線膨張係数のバランスに優れ、且つ成形品のバフ研磨後の塗膜
密着性、塗装鮮鋭性等の塗装性および面衝撃性に優れた熱可塑性樹脂組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＡＢＳ樹脂は、成形特性、機械的特性等に優れることから、自動車分野、電気・電子分
野、ＯＡ・家電分野、住設分野等で幅広く用いられている。一方、自動車分野を中心に環
境温度の変化が生じても成形品の膨張・収縮を少なくするために低線膨張係数の樹脂が求
められている。樹脂を低線膨張にするためには、線膨張係数の小さい無機充填材などを配
合することが従来から行われている。しかしながら、ＡＢＳ樹脂に無機充填材を配合する
と表面外観性や耐薬品性が低下することから塗装性などが低下する。そこでＡＢＳ樹脂に
熱可塑性ポリエステルを配合することで無機充填材を含有しても表面外観性に優れること
が報告されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　この方法のように、ＡＢＳ樹脂と熱可塑性ポリエステルに特定の無機充填材を配合する
ことでガラス繊維や炭素繊維等の無機充填材が含有されたＡＢＳ樹脂に比べ表面外観性に
優れることがわかる。一方で自動車分野の外装製品等では、塗装を施すためベースとなる
成形品の表面外観性が重要であり、さらなる表面外観性の向上が望まれている。
【特許文献１】特開２００４－３５８１２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の課題は、表面外観性と線膨張係数のバランスに優れ、且つ成形品表面のバフ掛
け後の塗膜密着性、塗装鮮鋭性等の塗装性および面衝撃性に優れた熱可塑性樹脂組成物を
得る事を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者らは、前記課題を解決するため鋭意検討した結果、スチレン系樹脂に特定のポ
リエステルを配合し、ポリカーボネートおよび無機充填材をポリエステルに対して特定範
囲で配合することで、塗装性、面衝撃性および表面外観性と線膨張係数のバランスに優れ
ることを突き止め、本発明を完成するにいたった。
　すなわち本発明は、（Ａ）芳香族ビニル系重合体５０～９２質量部、（Ｂ）溶融状態か
らの等温結晶化時間２５～１００ｓｅｃの芳香族ポリエステル５～３０質量部、（Ｃ）芳
香族ポリカーボネート３～２０質量部および（Ｄ）無機充填材５～３０質量部からなる樹
脂組成物であって、（Ｂ）芳香族ポリエステルと（Ｃ）芳香族ポリカーボネートの配合割
合が（Ｂ）≧（Ｃ）であり、且つ（Ｂ）芳香族ポリエステルと（Ｄ）無機充填材の配合割
合が（Ｂ）≧（Ｄ）であることを特徴とする熱可塑性樹脂組成物、である。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明により、表面外観性と線膨張係数のバランスに優れ、且つ成形品表面のバフ掛け
後の塗膜密着性、塗装鮮鋭性等の塗装性および面衝撃性に優れた熱可塑性樹脂組成物を提
供する事が可能となった。
【発明を実施するための最良の形態】
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【０００７】
　本発明について、以下具体的に説明する。
　本発明で用いられる（Ａ）芳香族ビニル系重合体は、芳香族ビニル単量体を重合するこ
とによって得ることができ、必要に応じて共重合可能な他の単量体を共重合することがで
きる。
　芳香族ビニル単量体には特に制限はなく、具体例としてはスチレンをはじめ、α－メチ
ルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｏ－エチルスチレン、ｐ－エチ
ルスチレンおよびｐ－ｔ－ブチルスチレンなどが挙げられるが、なかでもスチレンおよび
α－メチルスチレンが好ましく用いられる。これらは、１種または２種以上用いることが
できる。
【０００８】
　共重合可能な他の単量体としては、アクリロニトリル、メタクリロニトリルおよびエタ
クリロニトリルなどの不飽和ニトリル系単量体、ブチルアクリレート、エチルアクリレー
ト、メチルメタクリレートなどのアクリル酸およびメタクリル酸エステル化合物、Ｎ－フ
ェニルマレイミド、無水マレイン酸などが挙げられる。これらは、１種または２種以上用
いることができる。これらの中でもアクリロニトリル、ブチルアクリレート、メチルメタ
クリレート、Ｎ－フェニルマレイミドが好ましい。
　これらのうちアクリロニトリル、ブチルアクリレート、メチルメタクリレート、Ｎ－フ
ェニルマレイミド、スチレン、およびα－メチルスチレンが好ましく用いられる。具体的
には、アクリロニトリル・スチレン共重合体、アクリロニトリル・ブチルアクリレート・
スチレン共重合体、アクリロニトリル・メチルメタクリレート・スチレン共重合体、アク
リロニトリル・Ｎ－フェニルマレイミド・スチレン共重合体、Ｎ－フェニルマレイミド・
スチレン共重合体、およびアクリロニトリル・αメチルスチレン共重合体が好ましい。
【０００９】
　一般に（Ａ）芳香族ビニル系重合体は、乳化重合、塊状重合あるいは塊状・懸濁重合に
より製造されるがこれらに限定されるものではない。
　（Ａ）芳香族ビニル系重合体には、ゴム状重合体を含むゴム強化系共重合体が含まれる
ことが好ましい。ゴム状重合体には特に制限はないが、ジエン系ゴム、アクリル系ゴム、
エチレン系ゴムなどが使用できる。これらゴム状重合体の具体例としては、ポリブタジエ
ン、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－ブタジエンのブロック共重合体、アクリ
ロニトリル－ブタジエン共重合体、アクリル酸ブチル－ブタジエン共重合体、ポリイソプ
レン、ブタジエン－メタクリル酸メチル共重合体、アクリル酸ブチル－メタクリル酸メチ
ル共重合体、ブタジエン－アクリル酸エチル共重合体、エチレン－プロピレン共重合体、
エチレン－プロピレン－ジエン系共重合体、エチレン－イソプレン共重合体およびエチレ
ン－アクリル酸メチル共重合体などが挙げられる。これらのゴム状重合体のうちでは、ジ
エン系ゴム、アクリル系ゴムが好ましく用いられる。
【００１０】
　ゴム状重合体の質量平均粒子径は、０．１～０．５μｍが好ましい。質量平均粒子径は
耐衝撃性改良効果の観点から０．１μｍ以上が好ましく成形品の外観性の低下を招くこと
から０．５μｍ以下が好ましい。ゴム状重合体の量は、生産性、流動性の低下から本発明
の熱可塑性樹脂組成物中に４０質量％以下が好ましく、面衝撃性の低下から５質量％以上
が好ましい。更に７～３０質量％が好ましい。
　ゴム状重合体には、芳香族ビニル系単量体を含む単量体混合物をグラフトすることがで
きる。単量体混合物としては、不飽和ニトリル系単量体、芳香族ビニル系単量体、アクリ
ル酸およびメタクリル酸エステル化合物等のうち１種または２種以上が用いられ、これら
のうち不飽和ニトリル系単量体としてアクリロニトリル、芳香族ビニル系単量体としてス
チレンの混合物をグラフトしたゴム強化系共重合体、およびアクリロニトリル、スチレン
、ブチルアクリレートの混合物をグラフトしたゴム強化系共重合体が好ましい。
【００１１】
　（Ａ）芳香族ビニル系重合体は、アセトン可溶成分中のアクリロニトリルの配合割合が
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３２～５０質量％であることが好ましい。塗装性の向上から３２質量％以上であり、熱安
定性の低下から５０質量％以下である。更に３７～４２質量％が好ましい。
　アセトン可溶成分は、試料１ｇにアセトン２０ｍｌを加え、振とう機にて可溶成分が完
全に溶解するまで振とうした後、この溶液を２００００ｒｐｍで４０分間遠心分離し、可
溶成分のみ濾別し、８０℃で４時間乾燥しアセトンを除き、さらに１００℃で１時間減圧
乾燥することにより得られる。可溶成分のＩＲを測定することでアクリロニトリルの配合
割合を求めることができる。
【００１２】
　本発明で用いられる（Ｂ）芳香族ポリエステル自体は公知のものを用いることができる
。芳香族ポリエステルの製造は、テレフタル酸、そのエステル又は他のエステル形成性誘
導体と、１，４－ブタンジオール、１，３－プロパンジオール又は１，２－エタンジオー
ルとの反応によって公知の方法で行うことができる。
　（Ｂ）芳香族ポリエステルは、他の共重合成分を含有してもよい。そのような共重合成
分としては、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、ネオペンチルグリコー
ル、１，６－ヘキサメチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノール、ビスフェノール-Ａのエチレンオキシド付加物、イソフタル
酸、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、フマル酸、マレイン酸、１，４
－シクロヘキサンジカルボン酸、等のエステル形成性モノマーが挙げられる。これらのモ
ノマーは天然物質から誘導されたものでも構わない。共重合する場合の共重合量は、本発
明の目的を損なわない範囲であれば特に制限はないが、通常酸成分の３０モル％以下、あ
るいはグリコール成分の３０モル％以下であることが好ましい。
【００１３】
　本発明で用いられる（Ｂ）芳香族ポリエステルは、溶融状態からの等温結晶化時間が２
５～１００ｓｅｃであることが必要である。表面外観性の向上から２５ｓｅｃ以上であり
、成形性の低下から１００ｓｅｃである。更に好ましくは、３５～６０ｓｅｃである。
　等温結晶化時間は示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定することができる。試料５ｍｇ
を、示差走査熱量測定器を用いて、３０℃から１００℃／ｍｉｎの昇温速度にて２７０℃
まで加熱し溶解させる。３分間保持した後、５００℃／ｍｉｎの設定降温速度にて１４０
℃まで急冷し、等温結晶化時間を測定する。ここで等温結晶化時間とは、２７０℃、３分
保持後から１４０℃における結晶化ピークが現われるまでの時間と定義する。従って、等
温結晶化時間が短いほど結晶化が速いと判断することができる。
【００１４】
　等温結晶化時間は、芳香族ポリエステルを２種以上併用することで制御することができ
る。具体的には、結晶化速度の比較的速いポリブチレンテレフタレート（以下ＰＢＴと略
す）に結晶化速度が比較的遅いポリエチレンテレフタレート（以下ＰＥＴと略す）等と併
用し、等温結晶化時間を制御することができる。しかし２種以上の芳香族ポリエステルを
併用する場合には、エステル交換が進行し結晶化度が低下する場合があるため、結晶化速
度が２５～１００ｓｅｃのポリトリメチレンテレフタレート（以下ＰＴＴと略す）を単独
あるいはＰＴＴを５０質量％以上含む芳香族ポリエステルの併用が好ましい。
　ＰＴＴとは、酸成分としてテレフタル酸を用い、グリコール成分としてトリメチレング
リコールを用いたポリエステルポリマーを示している。ここで、トリメチレングリコール
とは、１，３－プロパンジオールである。
【００１５】
　この他に、本発明の目的を損なわない範囲で、酸成分として、テレフタル酸以外の芳香
族ジカルボン酸、例えばフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、ジ
フェニルジカルボン酸、ジフェニルエーテルジカルボン酸、ジフェノキシエタンジカルボ
ン酸、ジフェニルメタンジカルボン酸、ジフェニルケトンジカルボン酸、ジフェニルスル
フォンジカルボン酸等；コハク酸、アジピン酸、セバシン酸等の脂肪族ジカルボン酸；シ
クロヘキサンジカルボン酸等の脂環族ジカルボン酸；ε―オキシカプロン酸、ヒドロキシ
安息香酸、ヒドロキシエトキシ安息香酸等のオキシジカルボン酸を用い、グリコール成分
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として、エチレングリコール、テトラメチレングリコール、ペンタメチレングリコール、
ヘキサメチレングリコール、オクタメチレングリコール、ネオペンチルグリコール、シク
ロヘキサンジメタノール、キシリレングリコール、ジエチレングリコール、ポリオキシア
ルキレングリコール、ハイドロキノン等を一部用いて共重合することができる。
【００１６】
　共重合する場合の共重合成分の量は、本発明の目的を損なわない範囲であれば特に制限
はないが、通常、全酸成分の２０モル％以下、あるいは全グリコール成分の２０モル％以
下であることが好ましい。
　また、上述のポリエステル成分に分岐成分、例えばトリカルバリル酸、トリメシン酸、
トリメリット酸等の、三官能または四官能のエステル形成能を持つ酸、またはグリセリン
、トリメチロールプロパン、ペンタエリトリット等の三官能または四官能のエステル形成
能を持つアルコールを共重合してもよく、その場合、これらの分岐成分の量は全酸成分、
または全グリコール成分の１．０モル％以下、好ましくは、０．５モル％以下、さらに好
ましくは、０．３モル％以下である。更に、ＰＴＴはこれら共重合成分を２種類以上組み
合わせて使用しても構わない。
【００１７】
　ＰＴＴの製造方法は、特に限定されるものではないが、例えば、特開昭５１－１４０９
９２号公報、特開平５－２６２８６２号公報、特開平８－３１１１７７号公報等に記載さ
れている方法に従って得ることができる。
　例えば、テレフタル酸またはそのエステル形成性誘導体（例えばジメチルエステル、モ
ノメチルエステル等の低級アルキルエステル）とトリメチレングリコールまたはそのエス
テル形成性誘導体とを、触媒の存在下、好適な温度・時間で加熱反応させ、更に得られる
テレフタル酸のグリコールエステルを触媒の存在下、好適な温度・時間で所望の重合度ま
で重縮合反応させる方法が挙げられる。
　重合方法についても、特に限定されず、溶融重合、界面重合、溶液重合、塊状重合、固
相重合、及びこれらを組み合わせた方法を利用することができる。
【００１８】
　本発明に用いられるＰＴＴの極限粘度［η］は０．６０ｄｌ／ｇ～１．５０ｄｌ／ｇで
あることが組成物の機械特性、成形性、特に靭性面から好ましく、［η］が０．６８ｄｌ
／ｇ～１．４０ｄｌ／ｇであることがより好ましい。さらに組成物の成形性、耐薬品性の
観点から［η］が０．７５ｄｌ／ｇ～１．３０ｄｌ／ｇであることが最も好ましい。
　ＰＴＴの極限粘度［η］については、オストワルド粘度計を用い、３５℃、ｏ-クロロ
フェノール中にＰＴＴを含む樹脂組成物を、溶質（ＰＴＴ樹脂成分）／溶液＝１．００ｇ
／ｄｌになるように溶解させ、不溶分（無機充填材等）をフィルターで除去した後、不溶
分除去後の溶液を用いて比粘度ηｓｐを測定し、下記式により求めることができる。
　［η］＝０．７１３×ηｓｐ／Ｃ＋０．１０８６
　Ｃ＝１．００ｇ／ｄｌ
【００１９】
　本発明においては、結晶化速度を比較的速くする目的で、（Ｂ）芳香族ポリエステルに
結晶核剤を配合してもよい。この様な結晶核剤としては、芳香族ポリエステルに一般的に
用いられている公知の化合物が用いられる。例えば、タルク、マイカ、窒化硼素、カオリ
ン、シリカ、クレー、金属酸化物、無機カルボン酸塩、無機スルホン酸塩、有機カルボン
酸塩、有機スルホン酸塩、有機カルボン酸エステル塩、炭酸塩、α－オレフィンとα、β
－不飽和カルボン酸塩とからなるイオン性共重合体等が好ましく使用される。中でも、下
記一般式（１）で表される脂肪酸金属塩は、より好ましく用いられる。
　ＣＨ３（ＣＨ２）ｎＣＯＯ（Ｍ） （１）
（式中、ｎ≧０、Ｍ＝Ｎａ、Ｃａ、Ｌｉ）
　脂肪酸金属塩の中では、高級脂肪酸Ｎａ塩、高級脂肪酸Ｃａ塩、高級脂肪酸Ｌｉ塩がさ
らに好ましい。これらの結晶核剤はそれぞれ単独で用いても良いし、それらの混合物を用
いてもよい。
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　結晶核剤の添加量は、芳香族ポリエステルの等温結晶化時間が本発明の範囲にあれば特
に制限はなく、使用する結晶核剤の種類、組み合わせ、性能等に応じて適宜選択する。
【００２０】
　本発明に用いられる（Ｃ）芳香族ポリカーボネート（以下ＰＣと略す）は、下記式（１
）で表される繰り返し単位からなる主鎖を有するものである。
　　－(Ｏ－Ａｒ－Ｏ－ＣＯ)－　・・・　式（１）
（式中、Ａｒは、二価の芳香族残基であり、例えば、フェニレン、ナフチレン、ビフェニ
レン、ピリジレンや、下記式（２）で表される基が挙げられる。）
　　－Ａｒ１－Ｙ－Ａｒ２－　・・・　式（２）
（式中、Ａｒ１及びＡｒ２はそれぞれアリーレン基であり、例えば、フェニレン、ナフチ
レン、ビフェニレン、ピリジレン等の基を表す。Ｙはアルキレン基または置換アルキレン
基である。）
　また、下記式（３）で示される二価の芳香族残基を共重合体成分として含有している場
合も含む。
　　－Ａｒ１－Ｚ－Ａｒ２－　・・・　式（３）
（式中Ａｒ１、Ａｒ２は式（２）と同じ。Ｚは単なる結合または－Ｏ－、－ＣＯ－、－Ｓ
－、－ＳＯ２－、－ＣＯ２－、－ＣＯＮＲ１－等の二価の基である。ただし、Ｒ１は、そ
れぞれ独立に水素原子、炭素数１～６の低級アルキル基、炭素数５～１０のシクロアルキ
ル基または炭素数６～３０のアリール基である。）
　これら二価の芳香族残基の具体例としては下記式（４）で表されるもの等が挙げられる
。
【００２１】
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【化１】

【００２２】
（式中、Ｒ７及びＲ８は、それぞれ独立に、水素、ハロゲン、炭素数１～１０のアルキル
基、炭素数１～１０のアルコキシル基、炭素数５～１０のシクロアルキル基または炭素数
６～３０のアリール基である。ｍ及びｎは１～４の整数で、ｍが２～４の場合には各Ｒ７

はそれぞれ同一でも異なるものであってもよいし、ｎが２～４の場合は各Ｒ８はそれぞれ
同一でも異なるものであっても良い。）
　これら二価の芳香族残基の中でも、下記式（５）で表される基が好ましい一例である。
【００２３】
【化２】

【００２４】
　特に、上記の式（５）で表される基をＡｒとする繰り返し単位を８５モル％以上（ポリ
カーボネート中の全モノマー単位を基準として）含むポリカーボネートが特に好ましい。
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　また、本発明に用いることができるポリカーボネートは、三価以上の芳香族残基を共重
合成分として含有している場合も含む。
　ポリマー末端の分子構造は特に限定されないが、フェノール性水酸基、アリールカーボ
ネート基、アルキルカーボネート基から選ばれた１種以上の末端基を結合することができ
る。これらの中で、フェノール性水酸基、フェニルカーボネート基、ｐ－ｔ－ブチルフェ
ニルカーボネート基、ｐ－クミルフェニルカーボネート等が末端構造として好ましい。　
　　　
【００２５】
　フェノール性水酸基末端の全末端基数に対する割合は、特に限定されないが、よりすぐ
れた色調や機械的物性を得る観点からは、フェノール性水酸基末端の割合が全末端基数の
２０％以上であることが好ましく、２０～８０％の範囲にあることが更に好ましい。フェ
ノール性水酸基末端の割合が全末端基数の８０％を超えると、組成物の溶融時の熱安定性
が若干低下する傾向にある。フェノール性水酸基末端の割合は、一般にＮＭＲを用いて測
定する方法（ＮＭＲ法）や、チタンを用いて測定する方法（チタン法）や、ＵＶもしくは
ＩＲを用いて測定する方法（ＵＶ法もしくはＩＲ法）で求めることができる。
【００２６】
　（Ｃ）芳香族ポリカーボネートの重量平均分子量（Ｍｗ）は、一般に耐衝撃性の観点か
ら５、０００以上、また熱可塑性樹脂組成物の溶融流動性の観点から２００、０００以下
の範囲にあることが好ましく、より好ましくは１０、０００～６０、０００であり、さら
に好ましくは１５、０００～４０、０００であり、特に好ましくは１８、０００～３０、
０００である。
　重量平均分子量（Ｍｗ）の測定は、ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）を用いて行い、測定条件は以下の通りである。すなわち、テトラヒドロフランを溶
媒とし、ポリスチレンゲルを使用し、標準単分散ポリスチレンの構成曲線から下式による
換算分子量較正曲線を用いて求められる。
　　　　ＭＰＣ＝０．３５９１ＭＰＳ

１．０３８８

（式中、ＭＰＣはポリカーボネートの重量平均分子量、ＭＰＳはポリスチレンの重量平均
分子量である。）
【００２７】
　（Ｃ）芳香族ポリカーボネートは、公知の方法で製造したものを使用することができる
。例えば、芳香族ジヒドロキシ化合物とカーボネート前駆体と反応せしめる公知の方法で
製造することができる。具体的には、芳香族ジヒドロキシ化合物とカーボネート前駆体（
例えばホスゲン）を水酸化ナトリウム水溶液及び塩化メチレン溶媒の存在下に反応させる
界面重合法（例えばホスゲン法）、芳香族ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステル（例えば
ジフェニルカーボネート）などを反応させるエステル交換法（溶融法）、ホスゲン法また
は溶融法で得られた結晶化カーボネートプレポリマーを固相重合する方法〔特開平１－１
５８０３３号公報（米国特許第４，９４８，８７１号明細書に対応）、特開平１－２７１
４２６号公報、特開平３－６８６２７号公報（米国特許第５，２０４，３７７号明細書に
対応）〕等の方法により製造されたものが用いられる。好ましいポリカーボネート樹脂と
しては、２価フェノール（芳香族ジヒドロキシ化合物）と炭酸ジエステルとからエステル
交換法にて製造された実質的に塩素原子を含まないポリカーボネート樹脂があげられる。
本発明では異なる構造や分子量の２種以上の異なるポリカーボネートを組み合わせて使用
することも可能である。
【００２８】
　本発明に用いられる（Ｄ）無機充填材は、繊維状、粉粒状、板状の無機充填材からなる
群から選ばれる一種以上の無機充填材である。繊維状無機充填材としては、ウォラストナ
イト、ステンレス、アルミニウム、チタン、銅、真鍮等の金属の繊維状物などがあげられ
る。粉粒状無機充填材としてはカーボンブラック、シリカ、石英粉末、ガラスビーズ、ガ
ラス粉、硅酸カルシウム、硅酸アルミニウム、カオリン、クレー、硅藻土のごとき硅酸塩
、酸化鉄、酸化チタン、酸化亜鉛、アルミナのごとき金属の酸化物、炭酸カルシウム、炭
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酸マグネシウムのごとき金属の炭酸塩、硫酸カルシウム、硫酸バリウムのごとき金属の硫
酸塩、その他、炭化硅素、窒化硅素、窒化硼素、各種金属粉末が挙げられる。
　板状無機充填材としてはタルク、マイカ、ガラスフレーク、各種の金属箔等が挙げられ
る。これらのうちタルク、炭酸カルシウム、ウォラストナイト、ガラスビーズ、酸化チタ
ン、およびクレーが好ましく、タルクが含まれる２種類以上の無機充填材が配合されるこ
とが更に好ましい。
【００２９】
　（Ｄ）無機充填材の平均粒径は、特に制限はないが、面衝撃性の低下から１５μｍ以下
が好ましく、更に７μｍ以下が好ましい。ここで言う平均粒径とは、質量平均粒径を示す
。粒径分布の測定は、特に制限はないが、遠心沈降法により測定する方法や電子顕微鏡で
確認する方法が好ましい。
　（Ｄ）無機充填材のアスペクト比については、特に制限はないが、面衝撃性の低下から
５０以下が好ましく、更に２０以下が好ましい。ここで言うアスペクト比とは、無機充填
材の長径と短径の比（長径／短径）の平均値を示す。アスペクト比の測定は、特に制限は
ないが、顕微鏡で充填材の長径、短径を測定する方法が好ましい。
　（Ｄ）無機充填材は、特に表面処理したものが好ましく用いられる。表面処理としては
、カップリング剤や樹脂ワックスを用いて行うが、カップリング剤としてはエポキシ系カ
ップリング剤、シラン系カップリング剤、チタン系カップリング剤等が挙げられる。樹脂
ワックスとしては、オレフィン系ワックス、酸変性オレフィン系ワックスが挙げられる。
【００３０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物の配合割合は、（Ａ）芳香族ビニル系重合体５０～９２質
量部、（Ｂ）芳香族ポリエステル５～３０質量部、（Ｃ）芳香族ポリカーボネート３～２
０質量部であり、（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝１００質量部に対して、（Ｄ）無機充填材が
５～３０質量であることが必要である。さらに表面外観性の低下から（Ｂ）芳香族ポリエ
ステルと（Ｃ）芳香族カーボネートの配合割合は（Ｂ）≧（Ｃ）であり、（Ｂ）芳香族ポ
リエステルと（Ｄ）無機充填材の配合割合は（Ｂ）≧（Ｄ）であることが必要である。
　（Ａ）芳香族ビニル系重合体は、物性バランスの低下から（Ａ）は５０質量部以上であ
り、線膨張係数の点から９２質量部以下である。好ましくは５５～８５質量部であり、更
に６５～８５質量部が好ましい。
【００３１】
　（Ｂ）芳香族ポリエステルは、表面外観性の向上から５質量部以上であり、面衝撃性の
低下から３０質量部以下である。好ましくは１０～２５質量部であり、更に１０～２０質
量部が好ましい。
　（Ｃ）芳香族ポリカーボネートは、面衝撃性の向上から３質量部以上であり、流動性の
低下から２０質量部以下である。好ましくは５～２０質量部であり、更に５～１５質量部
が好ましい。
　（Ｄ）無機充填材は、線膨張係数の向上から５質量部以上であり、面衝撃性の低下から
２５質量部以下である。好ましくは７～２５質量部であり、更に１０～２０質量部が好ま
しい。
【００３２】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、他の特性向上を目的として熱可塑性樹脂組成物一般
に用いられる種々の添加剤を配合することができる。この様な添加剤としては、例えば難
燃性を改良する目的でハロゲン化ポリカーボネートオリゴマー（例えば臭素化ビスフェノ
ールＡを原料として製造されたポリカーボネートオリゴマー）、ハロゲン化エポキシ化合
物等の如きハロゲン含有化合物；赤リン、燐化合物、ホスホン酸アミドの如きリン―窒素
化合物など；難燃助剤（例えば三酸化アンチモン）等が挙げられる。その他ホスファイト
系、ヒンダードフェノール系、ベンゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系、ベンゾエート
系およびシアノアクリレート系の紫外線吸収剤および酸化防止剤、高級脂肪酸や酸エステ
ル系および酸アミド系、さらに高級アルコールなどの滑剤および可塑剤、モンタン酸およ
びその塩、そのエステル、そのハーフエステル、ステアリルアルコール、ステラアマイド
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およびエチレンワックスなどの離型剤、亜リン酸塩、次亜リン酸塩などの着色防止剤、核
剤、アミン系、スルホン酸系、ポリエーテル系などの帯電防止剤、顔料、染料などの着色
剤などの添加剤を含有してもよい。
【００３３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂成分を配合・混合し、混練することによ
り得られる。各種成分を混合するのに使用される機器としては、例えばヘンシェルミキサ
ー、リボンブレンダー、ドラムタンブラー等が挙げられる。また、混練するのに使用され
る装置としては、単軸スクリュー押出機、二軸スクリュー押出機、二軸ローター付の連続
混練機、多軸スクリュー押出機、オープンローラ、バンバリーミキサー等を挙げることが
できる。
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、公知の方法によって、成形することができる。射出成
形、押出成形、中空成形、圧縮成形、トランスファー成形、カレンダー成形などの成形方
法により成形されるが、なかでも射出成形に好適に用いられる。射出成形にはインサート
成形、ガスアシスト射出成形、射出圧縮成形等の応用技術があり好適に用いられる。
【００３４】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物を成形してなる成形品の表面外観性は、一般的な光沢計を
用い光沢度測定方法（ＪＩＳ　Ｚ８７４１）に準拠して測定された数値が、自動車の外装
製品などでは９０％以上であることが好ましく、更に９３％以上であることが好ましい。
　塗装の鮮鋭性から９０％以上が好ましい。
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物を成形してなる成形品の線膨張係数は、ＡＳＴＭ　
Ｄ６９６に準拠し－３０～８０℃の範囲で成形品の流れ方向を測定した数値が、８×１０
－５／℃以下であることが好ましく、更に６．５×１０－５／℃以下であることが好まし
い。製品の寸法変化から８×１０－５／℃以下が好ましい。
【００３５】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、特に制限なく各分野の製品に用いることができるが、
特に表面外観性と線膨張係数が要求される製品に用いられることが好ましい。分野として
は、自動車分野、電気・電子分野、ＯＡ・家電分野、住設分野等が挙げられ、特に自動車
分野、ＯＡ・家電分野に用いられることが好ましい。
　具体的な製品例としては、リアガーニッシュ、フロントガーニッシュ、サイドガーニッ
シュ、アウタードアハンドル、バックドアモジュール、フェンダー、ボンネット、ルーフ
レール、ルーフレールステイ、ドアミラー、ライセンスボード、バンパー、およびサイド
モールなどの自動車外装製品、ドライヤーノズル、掃除機ノズル、エアコン噴出しフラッ
プ、冷蔵庫部品、洗濯機部品、時計部品、テレビ部品、ゲーム機部品、プリンタ部品、Ｆ
ＡＸ部品、電話機、およびパソコン部品などのＯＡ・家電製品、および浴室部品、キッチ
ン部品、トイレ部品、内装装飾部品、サッシ回り部品、雨樋部品、外および内壁部品など
の住設製品が好ましい。
【実施例】
【００３６】
　下記の実施例および比較例は、本発明をさらに具体的に説明するためのものであり、以
下の例に限定されるものではない。
＜（Ａ）芳香族ビニル系重合体＞
（Ａ－１）アクリロニトリル４０質量％、スチレン６０質量％からなり、還元粘度０．５
８のＡＳ樹脂
（Ａ－２）アクリロニトリル４０質量％、スチレン６０質量％からなり、還元粘度０．４
７のＡＳ樹脂
（Ａ－３）アクリロニトリル３０質量％、スチレン７０質量％からなり、還元粘度０．６
５のＡＳ樹脂
（Ａ－４）ブタジエン系ゴム５０質量％、ゴム質量平均粒子径０．３μｍ、アクリロニト
リル１３．５質量％、スチレン３６．５質量％、グラフト率４７％、還元粘度０．３３の
ＡＢＳ樹脂
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（Ａ－５）ブタジエン系ゴム５０質量％、ゴム質量平均粒子径０．３μｍ、アクリロニト
リル２０質量％、スチレン３０質量％、グラフト率４０％、還元粘度０．３９のＡＢＳ樹
脂
【００３７】
＜（Ｂ）芳香族ポリエステル＞
（Ｂ－１）ポリプラスチック株式会社製　ジュネラックス ２００２（商標名）（等温結
晶化時間２０ｓｅｃのＰＢＴ）
（Ｂ－２）シェルケミカルジャパン株式会社製　ＣＯＲＴＥＲＲＡ　９２００（商標名）
（等温結晶化時間５０ｓｅｃ、数平均分子量９８００、極限粘度１．０５ｄｌ／ｇのＰＴ
Ｔ）
（Ｂ－３）ユニチカ株式会社製　ＮＥＨ－２０５０（商標名）（ＰＥＴ）
【００３８】
＜（Ｃ）芳香族ポリカーボネート＞
（Ｃ－１）旭美化成有限公司製　ワンダーライト　ＰＣ１１０（商標名）（温度３００℃
、荷重１．２ｋｇのメルトインデックス１０ｇ/１０ｍｉｎのＰＣ）
【００３９】
＜（Ｄ）充填材＞
（Ｄ－１）松村産業株式会社製　クラウンタルクＰＰ（商標名）（表面未処理、平均粒径
８μｍ、アスペクト比２．５のタルク）
（Ｄ－２）松村産業株式会社製　ハイフィラー＃１５（商標名）（表面未処理、平均粒径
５μｍ、アスペクト比２のタルク）
（Ｄ－３）松村産業株式会社製　ハイフィラー＃５０００ＰＪ（商標名）（表面未処理、
平均粒径３μｍ、アスペクト比２のタルク）
【００４０】
　ここで言うグラフト率とは、ゴム状重合体にグラフト共重合した成分の、ゴム状重合体
に対する重量割合として定義される。重合反応により生成した重合体をアセトンに溶解し
、遠心分離器によりアセトン可溶分と不溶分とに分離する。この時、アセトンに溶解する
成分は重合反応した共重合体のうちグラフト反応しなかった成分（非グラフト成分）であ
り、アセトン不溶分はゴム状重合体、及びゴム状重合体にグラフト反応した成分（グラフ
ト成分）である。アセトン不溶分の重量からゴム状重合体の重量を差し引いた値がグラフ
ト成分の重量として定義されるので、これらの値からグラフト率を求めることが出来る。
　還元粘度とは、熱可塑性樹脂組成物をアセトンに溶解し、これを遠心分離機によりアセ
トン可溶分、及びアセトン不溶分に分離する。熱可塑性樹脂組成物におけるゴム状重合体
にグラフトしていない成分（非グラフト成分）の還元粘度は、アセトン可溶分０．２５ｇ
を２－ブタノン５０ｍｌにて溶解した溶液を、３０℃にてＣａｎｎｏｎ－Ｆｅｎｓｋｅ型
毛細管中の流出時間を測定することにより得られる。
【００４１】
２．成形品の作成および評価方法
　実施例、比較例中の評価、各種測定は以下の通りである。
　表１、表２に示された配合割合で全ての成分をドライブレンドし、株式会社池貝製ＰＣ
Ｍ４５二軸押出機（Ｌ／Ｄ＝２８．９）を用いて２５０℃で溶融混練を行った。
　成形品は、射出成形機を用いて作成した。株式会社日本製鋼所製Ｊ－１００ＥＰＩ射出
成形機を用いシリンダ設定温度２５０℃、金型温度６０℃にてＩＳＯ規格のダンベル試験
片を作成し、シャルピー衝撃値、線膨張係数の評価を行った。また、東芝機械株式会社製
ＥＣ６０Ｎ射出成形機を用いシリンダ設定温度２５０℃、金型温度８０℃にて５０ｍｍ×
９０ｍｍ×２．５ｍｍのプレートを作成し、表面外観性、塗装性、面衝撃性の評価を行っ
た。
【００４２】
１）アクリロニトリル含有量：（Ａ）芳香族ビニル系重合体中のアクリロニトリル含有量
のことであり、配合組成比から計算することができる。配合組成比がわからない場合には
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、フーリエ変換赤外分光光度計（以下、ＦＴ－ＩＲと略す）により検出することもできる
。
ここでは配合組成比から計算した。
２）等温結晶化時間：示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定することができる。具体的に
は試料５ｍｇを、示差走査熱量測定器を用いて、３０℃から１００℃／ｍｉｎの昇温速度
にて２７０℃まで加熱し溶解させる。３分間保持した後、５００℃／ｍｉｎの設定降温速
度にて１４０℃まで急冷し、等温結晶化時間を測定する。ここで等温結晶化時間とは、２
７０℃、３分保持後から１４０℃における結晶化ピークが現われるまでの時間と定義する
。
【００４３】
３）樹脂中のゴム重合体含有量：（Ａ）芳香族ビニル系重合体＋（Ｂ）芳香族ポリエステ
ル＋（Ｃ）芳香族ポリカーボネートからなる樹脂組成物中の（Ａ）芳香族ビニル系重合体
中に含まれるゴム状重合体の含有量であり、配合組成比から計算することができる。配合
組成比がわからない場合にはＦＴ－ＩＲにより検出することもできる。ここでは配合組成
比から計算した。
４）表面外観性：プレート表面を光沢計にて測定した。
５）線膨張係数：ダンベル試験片中央部の流れ方向の線膨張係数を測定した。
６）面衝撃性：２３℃の環境下において、先端Ｒ６の５００ｇ荷重をプレート上に落下さ
せ、亀裂が発生する高さと荷重から算出した。
【００４４】
７）シャルピー衝撃値：２３℃の環境下において、ダンベル試験より加工された試験片で
測定したシャルピー衝撃値を測定した。
８）塗装鮮鋭性：プレート表面を鏡面研磨用のスポンジバフにて研磨した後にアクリルウ
レタン系２液硬化型塗料をプレート表面に塗装した後、表面にシワや凹凸などなく、鮮鋭
性が高い場合を○、シワや凹凸が見られ鮮鋭性が低い場合を×とした。
９）塗膜密着性：８）塗装鮮鋭性で用いられた塗装プレートで２ｍｍ間隔（１００マス）
の碁盤目剥離試験を行い密着性９０％以上の場合を◎、８０％以上の場合を○、８０％未
満の場合を×とした。
【００４５】
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【００４６】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００４７】
　本発明の樹脂組成物は、表面外観性と線膨張係数のバランスに優れ、且つ成形品表面の
バフ掛け後の塗膜密着性、および塗装鮮鋭性等の塗装性、および面衝撃性に優れるため、
自動車分野、家電・ＯＡを中心とした幅広い外装製品への展開を可能にすることができる
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